メディア・アドバイザリー
日本の人権状況がUPR（普遍的・定期的レビュー）による審査の対象に
ジュネーブ（2017年11月9日） – 2017年11月14日（木曜日）国連人権理事会のUPR（普遍的・定期的レビュー）作業部会で、日本の人権状況が3度目の審査を受ける予定です。この会合の模様は、ウェブキャストで生中継されます。
日本は、11月6日から17日にかけて開催される次回のUPR作業部会会合で審査対象となる14カ国に含まれています。日本の1回目と2回目のUPR審査は、それぞれ2008年5月と2012年10月に行われました。
審査の参考資料となるのは、1) 国別報告書 – 審査対象国によって提供された情報、2) 特別手続きと呼ばれる独立の人権専門家と団体、人権条約機関やその他の国連主体の報告に含まれる情報、3) 国内人権機関、地域機関、市民社会団体を含め、その他のステークホルダーから提供された情報の3つです。
上記の文書で取り上げられた課題としては、死刑の適用、独立の国内人権機関設置に向けたステップ、労働市場における女性の平等確保、性的指向と性同一性を理由とするものを含む差別に対処するために取られた措置、子どもの性的搾取が絡む犯罪の捜査と起訴、報道の自由の確保、放送法、特定機密保護法、2011年の福島原発事故とその社会的に弱い立場にある人々の人権への影響、「従軍慰安婦」問題解決に向けたステップ、人種的または民族的少数者に対する差別への対策、アイヌ、琉球、沖縄のコミュニティーの伝統的な土地と天然資源に対する権利、亡命希望者に関する国の政策、移住労働者の法的保護、受刑施設の環境改善に向けて実施された措置が挙げられます。
11月14日の日本の審査に関する参考資料となっている3件の報告書は、下記で閲覧できます。
http://www.ohchr.org/EN/HRBodies/UPR/Pages/JPIndex.aspx
会合場所：Room 20, Palais des Nations, Geneva
日時：11月14日（火曜日） 9:00~12:30 （ジュネーブ時間、グリニッジ標準時＋1時間）
UPRは、国連に加盟する全193カ国の人権状況を定期的に審査する独自のプロセスです。2008年4月の第1回会合以来、193の国連加盟国がすべて、第1次、第2次UPRの2度にわたって審査を受けています。今回の第3次UPRでも、各国は前回の審査で提示され、自らフォローアップを約束した勧告の実施に向けて講じた措置を詳しく説明するとともに、国内の最近の人権動向を明らかにすることが期待されています。
この会合では、岡村善文氏が日本の代表団長を務めます。
日本の審査にあたっては、ベルギー、カタール、トーゴの3カ国の代表が報告者（「トロイカ」）を務めます。
会合のウェブキャストは、http://webtv.un.orgでご覧になれます。
日本の審査における発言者の一覧と入手できる声明はすべて、下記リンク先のUPRエクストラネットに掲載されていますhttps://extranet.ohchr.org/sites/upr/Sessions/28session/Japan/Pages/default.aspx
UPR作業部会は11月16日17時30分、日本に対する勧告を採択する予定です。審査対象国は、審査中に提示された勧告に関する立場を表明することができます。勧告は当日、前もってメディアにも配布する予定です。
以上
さらに詳しい情報と取材要請については、下記のいずれかにお問い合わせください。
Rolando Gómez
電話：+41 (0) 22 917 9711
Email： HYPERLINK "mailto:"  rgomez@ohchr.org
Sarah Lubbersen
電話：+41 (0) 22 917 9689
Email：slubbersen@ohchr.org 
Cédric Sapey
電話：+41 (0) 22 917 9751
Email：csapey@ohchr.org
UPR（普遍的・定期的レビュー）についてさらに詳しくは、下記をご覧ください。
http://www.ohchr.org/EN/HRBodies/UPR/Pages/UPRMain.aspx
国連人権理事会は、ソーシャルメディアでもフォローできます。
Facebook: https://www.facebook.com/UNHRC
Twitter: https://twitter.com/UN_HRC
YouTube: http://www.youtube.com/channel/ 
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